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地方創生に係る県の主な事業例 (平成 27 年度要求ベース) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 信州起業家・ベンチャー企業育成支援事業  

県内中高生を対象に創業への関心を高めるアントレプレナー教育を教育委員会と連携して実

施するとともに、県内コワーキングスペースを活用し、若者・女性の創業等を支援 

◆ ＩＴ産業人材発掘・育成支援事業  

ＩＴ業界における起業意欲や成長意欲の高い尖った人材の発掘育成のための実践開発型ワ

ークショップを開催 

◆ クラウドファンディング活用によるビジネス創出支援事業  

県内企業等が開発する新製品・新サービスに係る資金調達をクラウドファンディングという

手法により支援 

◆ 現場課題解決型医療・福祉機器開発支援事業 

健康・医療分野における県内産業を育成及び新規参入を促進するため、医療・福祉現場のニ

ーズを解決する医療・福祉機器の早期事業化を支援 

 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

◆ まちなか・おためしラボ  

首都圏等の IT 人材、企業の県内拠点設置の素地づくりのため、希望者に対する県内住居、

オフィスの低廉若しくは無償提供等を実施 

◆ 「ＮＡＧＡＮＯ農業女子」きらめき事業  

女性農業者のネットワーク化を図るとともに、都会に住む若い女性の就農や移住を促進する

ため、女性農業者などにより長野県の農業・農村の魅力を発信 

◆ 信州版アーティスト・イン・レジデンス事業  

芸術家の育成や国内外へ信州の文化芸術創造の魅力発信、県内観光や移住交流などによる地

域振興を図るため、地域と協働し若手芸術家が創作活動に取り組める環境を提供 

◆ しあわせ信州なでしこ移住アカデミー  

テーマ別セミナーの開催のほか、子育て世代の女性を対象に移住カフェやお試し移住ツアー

及びキャリア形成の学部がある女子大の学生を対象に講義やインターンシップを実施。 

◆ 新県立４年制大学設立準備事業  

新たな県立４年制大学の設立に向けた準備を進めるため、教育課程編成や教員選考、施設建

設に係る設計等を実施 

 地方への新しいひとの流れをつくる 

参考資料１－２ 
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◆ ながの出会い応援プロジェクト  

結婚希望者の情報を集めた「ながの結婚マッチングシステム」の利用促進のため、サポート

デスクを設置し、婚活コーディネーター等との連携を密にすることで結婚支援を総合的に推進 

◆ 子育て支援総合助成金事業 

地域の実情に応じた事業（低年齢児保育、小規模放課後児童クラブ施設整備、病児・病後児

保育施設整備等）を実施する市町村を支援 

◆ 多子世帯の保育料減免事業  

理想の数の子どもを持てるよう、第３子以降の子どもの保育料を軽減する市町村を支援 

◆ 総合母子保健センター(仮称)運営事業  

総合母子保健センター（仮称）を設置し、市町村への技術支援、市町村対応困難事例への直

接支援、学校保健等への円滑な橋渡しを行うなど、妊娠から子育てまでを一貫して支援 

◆ 福祉医療費給付事業  

乳幼児等、障がい者、母子家庭の母子等及び父子家庭の父子の経済的負担を軽減し、福祉の

向上を図るため、市町村が行う医療費の助成を支援 

◆ 信州型自然保育普及事業 

自然保育の信頼性向上によって子育て世代の保育に対する選択肢を充実させるため、信州型

自然保育認定・登録制度、信州型自然保育ガイドの普及、自然保育研修会を実施 

 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

◆ 「人口定着・確かな暮らし実現」戦略モデル事業コンテスト 

市町村や地域住民、民間企業等が提案する地方創生のための画期的な事業をコンテストによ

り選定し、事業化を支援 

◆ 県有民営による幹線バス路線確保対策事業 

県がバス車両を所有し、事業者が運行する「公有民営」の手法の導入により、県内幹線バス

路線の基盤を強化 

◆ 広域連携による地域創生検討事業 

人口減尐社会における確かな暮らしの実現のため、広域的な課題や自治体間連携の方向性に

ついて、市町村や県の関係機関で構成された地域戦略会議等を活用して検討 

◆ 空き家住宅適正管理促進事業 

空き家所有者に対する啓発活動やインスぺクション（既存住宅現況調査）に対する助成を通

じた空き家の適正な管理の促進 

 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 
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地方創生に係る市町村の想定事業例 (アンケート結果より) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地域資源を活用するもの》 

☞ 地域材（カラマツ）を使った、地域のクラフトマンによる商品開発 

☞ 特産果物の格外品を商品化するための加工販売所を建設、運営 

☞ 地元の名水のブランド化や起業家によるミネラルウォーターの製品化 

☞ 水のきれいなところというイメージがあることを生かした、ウォーターオフ

セットに取り組む企業やウォーターフットプリントを活用した広告宣伝を打つ

企業に対する自治体初の優良企業認定制度や企業誘致推進制度の創設 

《新たな地域資源の開発》 

☞ ワイン用ブドウの栽培とワイナリー、レストラン、宿泊施設の整備 

☞ 松くい虫の被害木を燃料とした薪ストーブの普及及び薪の生産 

《起業の推進》 

☞ 起業を志す若者・女性や開業して間もない若手・女性起業家に対する事業資

金等の支援 

《地域産業の振興》 

☞ 地元の事業者が、農商工観連携による地域資源を活用した製品開発を地元高

校や大学と連携して行う取組に対する助成 

☞ 航空宇宙産業の集積化を図るため、産業用地や貸工場の整備、航空機に特化

した評価試験設備の整備、事業資金の支援システム創設などの支援を実施 

《人材の活用・育成》 

☞ 退職した、知識やノウハウを持つ地域住民の人材バンク化と地元企業での活

用 

☞ 中小企業の社員の技術力向上のための各種セミナー参加に係る補助等支援 

☞ 空き家を活用した引きこもり等の社会に関わりの持てない者によるカフェ兼

リサイクルステーションの開設 

☞ 労働意欲ある高齢者による野菜の生産・出荷・販売の一貫したシステムの構

築 

☞ 新規就農者及び後継者の確保と支援を行う就農トレーニングセンターを運営 

 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 
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☞ 心を病んだ都市部の若者を受け入れ、森林セラピーなどのメンタルヘルスケア

や農業体験などを通じて社会復帰を目指すプログラムの実施 

☞ 農園付き宿泊施設や農地公園を整備するなど、地域の農業者等と連携した、農

作業をしたい都市部の者の受け入れ・支援 

☞ 地元に住所を有する認定農業者の子または孫で親元に就農した者に対する支

援金の交付 

☞ 空き家を改修した移住者向け賃貸住宅の整備や移住者向けの空き家バンク登

録物件に対する改修等経費の補助 

☞ 地域の職人の後継者確保に向けた、職人版「地域おこし協力隊」制度の創設 

☞ 親子で 1年間移住して学ぶ「親子山村留学」の実施 

☞ 林業や狩猟に興味のある女性を全国から募集して一定の資格等を取得できる

よう支援する「林業女子」＆「狩りガール」育成プロジェクトの実施 

☞ テレワークを活用したい者の移住促進に向けた、空き家を活用したホームオフ

ィス用物件のあっせんや家賃補助、学校施設を活用したコワーキングスペースを

備えたサテライトオフィスの整備 

☞ 陶芸等芸術を志す若者に向けた、空き工場や窯のあっせん等支援策のメニュー

化による支援、工房体験イベントの開催 

☞ 移住を機に創業を考えている者に対する、中心市街地の空き店舗斡旋や店舗賃

貸料・改修費の補助等による起業支援 

☞ 地元駅から新幹線通勤する移住者に対する通勤定期券の購入費の一部助成 

☞ 都会の霊園不足解消への寄与、交流・定住人口の増加のための都市住民向け霊

園の整備 

☞ 郊外に立地する大学の一部機能の中心市街地移転によるにぎわいの創出及び

産業人材の育成 

☞ 大学の誘致と、誘致大学と連携した地域振興や健康に関する取組の推進 

☞ 新幹線を起点とした、誘客促進等に向けた二次交通確保のためのバス等不採算

路線への支援 

☞ 地の利を活かした、スポーツ合宿等受入やアスリート育成を可能とする高地ト

レーニング施設の整備等 

 地方への新しいひとの流れをつくる 
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☞ 地元の若者が将来の職業や居住場所、結婚・出産・子育てといった重要なラ

イフイベントについて学ぶ、対象者別の「ライフデザイン講座」の開催 

☞ 様々な子育て機能（放課後児童クラブ、子育て相談窓口、中間教室、乳幼児

施設、児童館など）を複合化した「こども館（仮称）」の建設・運営 

☞ 既存施設を活用して保育園と小学校一体の機能を有した施設に改修し、５歳

児からのＩＣＴ教育や尐人数を活かした異年齢の協働授業を実施 

☞ 大字単位で結婚相談員を配置し、企業との連携で結婚希望者に対するサポー

トを行うとともに地区単位で婚活セミナーや個別相談会を開催 

☞ 研修を受けた高齢者が子育て経験を活かして延長保育等の補助を行ったり、

園への送迎など子育ての支援サービスを実施 

☞ 廃校予定の小学校施設を活用して学童クラブを開設するとともに、地域のコ

ミュニティ拠点施設を併設し、小学校や社会教育施設等と連携して地域の子育

てと教育を一体化 

☞ 企業が地元の子育て世代の親の就労の場を提供した場合に就労支援補助交付

金を支給  

 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

☞ Ｈ２７に整備する予定の道の駅に総合情報ステーションや地元農産物の加

工・販売所、観光農園の整備などを行うとともに高齢者の買い物支援や公共交

通ネットワークの拠点とする。 

☞ ＪＲの駅舎周辺に商業機能（駅前広場の整備、商店街の形成、フリースペー

スの整備）を備えた「まちの駅」を建設 

☞ 住民の自立やコミュニティ再生を促すため、公民館の機能向上（和室の洋室

化等）や企業支援・就労支援の場（ワーキングスペース）として活用できるよ

う改修 

☞ エネルギーマネジメントに向けた調査やスマートメーターの開発、住宅用太

陽光発電システムの補助、スマートグリッドの整備など持続可能なまちづくり

の推進 

☞ 人手がほしい者（高齢世帯等）に長時間働くことが困難な者（子育て中の母

親や引きこもりなど）を派遣して手伝いをする「（仮）生活支援協同組合」を創

設 

☞ 地元の既存の旅客運送会社を巻き込んで、地域交通を担う新たな旅客運送会

社を設立して、公共交通特区の認定を受けながら既存の制約にとらわれない公

共交通を実現 

 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 


